
 第４０号議案 

 

長岡京市職員の退職手当に関する条例の一部改正について 

 

 

 長岡京市職員の退職手当に関する条例（昭和５０年長岡京市条例第２号）の

一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

 令和６年３月２２日提出 

 

 

長岡京市長 中小路 健 吾 

 

 

（提案理由） 

  長岡京市議員報酬等審議会の意見を踏まえ、退職手当支給割合を見直すた

め、条例の一部を改正する必要があるので提案する。 

 



長岡京市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

長岡京市職員の退職手当に関する条例（昭和５０年長岡京市条例第２号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

（普通退職の場合の退職手当） （普通退職の場合の退職手当） 

第１４条 次条の規定に該当する場合を除

くほか市長、副市長及び教育長（以下

「特別職の職員」という。）が、退職し

た場合における当該職員としての在職期

間に対する退職手当の額は、退職の日に

おけるその者の給料月額に次に掲げる割

合を乗じて得た額とする。 

第１４条 次条の規定に該当する場合を除

くほか市長、副市長及び教育長（以下

「特別職の職員」という。）が、退職し

た場合における当該職員としての在職期

間に対する退職手当の額は、退職の日に

おけるその者の給料月額に次に掲げる割

合を乗じて得た額とする。 

⑴ 市長としての勤続期間については、

１年につき１００分の５３０ 

⑴ 市長としての勤続期間については、

１年につき１００分の６００ 

⑵ 副市長としての勤続期間について

は、１年につき１００分の３１５ 

⑵ 副市長としての勤続期間について

は、１年につき１００分の３５０ 

⑶ 【略】 ⑶ 【略】 

⑷ 教育長としての勤続期間について

は、１年につき１００分の２７０ 

⑷ 教育長としての勤続期間について

は、１年につき１００分の３００ 

２ 【略】 ２ 【略】 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 


